
















１　特別職 （単位：千円，人）

地域手当 その他の手当 計

12 290

12 290

△ 12 △ 290

△ 12 △ 290

２　一般職
（１）　総　　括 （単位：千円，人）

特殊勤務手当
時間外

勤務手当
児童手当

管理職員特別
手当

管理職手当 期末手当 勤勉手当
退職手当特
別負担金

156 2,132 620 1,500 10,594 6,754

156 1,676 1,260 1,500 10,229 6,147

0 456 △ 640 0 365 607

（２）　給料及び職員手当等の増減額の明細

地域手当

2,776

925

1,851

備　　　考

退職手当
負担金

8,012

8,005

7

2,973

（単位：千円）

△ 290

給　　　　　与　　　　　費

43,409

報酬
備考

備考

△ 109

住居手当

540

通勤手当

2,400

職員手当

43,518

給料

2,552

説　　　　　　　明

792

△ 252

2,229

243

171

給与改定に伴う増減分

増減額（千円）

1,254

2,661

制度改正に伴う増減分

その他の増減分

昇給に伴う増加分

その他の増減分 △ 352

職員数

増減事由別内訳（千円）

290

290

△ 290

共済費

その他の
特別職

前年度

比　　較
△ 290計

290計

その他の
特別職

△ 290

290

12

職員手当 2,661

給　　　料 △ 109

本年度

区分

区　　分

前年度 12

扶養手当

0比　　較

職 員 手 当
の 内 訳

合計

94,807

91,834

80,243

77,691

2,661 421

計

36,834

34,173

区分

比　　較 96

前年度

本年度 1,350

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

本年度

給　　　　  　与　　　  　　費
職員数 合計区分

その他の
特別職

14,564

14,143

寒冷地手当

共済費

報酬

計

給料
期末手当年間
支給率（月分）



（３）　給料及び職員手当の状況

　ア　　職員１人当りの給与

　イ　初　任　給

　ウ　級別職員数

級 構成比(％) 級 構成比(％)

１　級 9.1 １　級 8.3

２　級 ２　級 8.3

３　級 54.6 ３　級 41.8

４　級 27.2 ４　級 33.3

５　級 9.1 ５　級 8.3

６　級 ６　級

７　級 ７　級

計 100.0 計 100.0

　（級別の標準的な職務内容）

区　　　分 ３　　級 ４　　級 ７　　級

部　長

上席参事

平成2７年１月１日現在

５　　級

課　長

副参事

4

1

次　長

参　事

６　　級

5

一般行政職一般行政職

311,863

369,566

区　　　　　　　　　　　分

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

315,100

362,550

一般行政職
係　長

主　幹

課長補佐
主　査

係　長（困）

１　　級

主事補

主　事

２　　級

主　事

一般行政職(円）

区　　分

平成27年1月1日現在

37歳8月

国　　の　　制　　度

一般行政職(円）

一　般　行　政　職

職員数(人)

11

区　　　　　　　　　　　分

144,600

176,700

平成28年1月1日現在

149,000

183,300

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平　均　年　齢（歳）

12

40歳5月

職員数(人)

1

1

区　　分

区　　　　分

高　　校　　卒

大　　学　　卒

平成28年１月１日現在

一　般　行　政　職

1

平　均　年　齢（歳）

6

3

1



　エ　昇給

一般行政職 一般行政職

12 12

11 11

92.0 92.0

　オ　期末手当・勤勉手当

　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

３５年勤続の者
（月分）

　キ　地域手当　　

支給対象職員数　　　　　　　　（人）

国の指定基準の基づく支給率（％）

6

12

6

市内全域支給対象地域　　　　　　　　　

支給率　　　　　　　　　　　　　　 (％）

 （支給率等）
25.55625 34.5825 49.59

49.59

2.175

2.20

（月分）
最高限度

（月分）

国の制度

　昇給に係る職員数　　　　（Ｂ）（人）

合    計

12

34.5825 49.59

　８　号　給  　（人）

　　　号　給　  （人）

前年度

前　　年　　度

国　の　制　度

　ク　特殊勤務手当

4.20

4.10

区　　　　　　　　　　分

　職　　　員　　　数　　　　　（Ａ）（人）

　昇給に係る職員数　　　　（Ｂ）（人）

号給数別内訳

　　　号　給　  （人）

区　　　　　　　　　　分

号給数別内訳

差　　異　　の　　内　　容国の制度との異同全　　職　　種

支給率計(月計)

区　　　　　分

2.025

1.90

　４　号　給 　 （人）

　６　号　給　  （人）

　職　　　員　　　数　　　　　（Ａ）（人）

　（２％～２０％加算）

　定年前早期退職特例措置
　（３％～４５％加算）

支給率等

2.025

２５年勤続の者

本　　年　　度

92.0　比　　　　　率（Ｂ）／（Ａ）　　　 （％）

２０年勤続の者
区　分

本年度

区　　　分

　２　号　給　  （人）

0.35

25.55625

2.175

（月分）

49.59

11

６月（月分）

支　給　期　別　支　給　率

１２月（月分）

市税等徴収業務手当

区　　　　　分

　給料総額に対する比率（％）

　支給対象職員の比率（％）
　（平成28年1月1日現在）

100.0 100.0

　代表的な特殊勤務手当の名称

0.35

 一　般　行　政　職

合    計

12

11

備　　　　　　　考

役職別加算　　　有

その他の加算措置等

　定年前早期退職特例措置

通　　勤　　手　　当

 国と同様のほか，持家一律3,000円支給

 ２キロメートル未満の自動車等使用者に2,300円支給

 ２キロメートル区分ごとに基準額及び加算額制を導入

扶　　養　　手　　当

住　　居　　手　　当

同

異

異

　比　　　　　率（Ｂ）／（Ａ）　　　 （％）

　ケ　その他の手当

　２　号　給　  （人）

　４　号　給 　 （人）

　６　号　給　  （人）

　８　号　給  　（人）

役職別加算　　　有

役職別加算　　　有4.20

92.0



(単位:千円)

期   間 金  額 期   間 金  額 国県支出金 地方債 その他

下水道施設維持管理業務委託 353,700

自
平成２８年度
至
平成３０年度

353,700 353,700

中継ポンプ場長寿命化及び耐
震化工事協定委託

134,000

自
平成２８年度
至
平成２９年度

134,000 67,000 67,000

債務負担行為で平成２９年度以降にわたるもの
支出額又は支出額の見込み及び平成２８年度以

についての平成２７年度末までの
降の支出予定額等に関する調書

事     項 限     度     額

平成２７年度末までの
支出（見込）額

平成２８年度以降の
支出予定額

左の財源内訳

特　 定 　財 　源
一般財源



（単位：千円）

平成２８年度中
起 債 見 込 額

平成２８年度中
元金償還見込額

１．公営企業債 6,104,775 6,576,768 897,600 341,202 7,133,166

　(1) 公共下水道事業債 6,104,775 6,576,768 897,600 341,202 7,133,166

合　　　計 6,104,775 6,576,768 897,600 341,202 7,133,166

平成２８年度末
現在高見込額

現在高並びに平成２７年度末
在高の見込みに関する調書

地方債の平成２６年度末における
及び平成２８年度末における現

平成２８年度中増減見込額
平成２７年度末
現在高見込額

平成２６年度末
現  在  高

区　　分
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